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８８８８．．．．財政計画財政計画財政計画財政計画 

(1) (1) (1) (1) 前提条件前提条件前提条件前提条件    

合併後のまちづくりの歩みを確実に進めるため、普通会計の歳入及び歳出の項目ごと、過去の

実績や現在の社会経済情勢をもとに推計した平成 17 年度から平成 32 年度までの財政計画を作成

しました。 

歳入においては、現行の地方財政制度や税制改革に留意するとともに、合併特例債など地方債

を効果的に活用すること、また、歳出においては、まちづくりのための普通建設事業費などの確

保や少子高齢化の進展に伴う経費の増加、組織や職員数の見直しによる人件費の削減、事務の効

率化による物件費の圧縮など、合併による歳出の削減効果を見込んで推計しています。 

（平成 17年度から平成 25 年度までは実績値（決算額）に修正し、平成 26 年度以降については、

島田市総合計画後期基本計画との整合を図りながら、）平成 17年度から平成 28年度までは実績値

（決算額）に修正し、平成 29年度以降については、これまでの実績や中長期的な財政見通しを踏

まえて財政計画を策定しています。 

なお、平成 20年度以降については、旧川根町との合併後の数値を反映しています。 

    

    

(2) (2) (2) (2) 財政計画財政計画財政計画財政計画    

    

（（（（歳入歳入歳入歳入））））    

    

①①①①    地方税地方税地方税地方税、、、、譲与税譲与税譲与税譲与税、、、、交付金交付金交付金交付金    

地方税などについては、現況やこれまでの推移、将来推計人口などを踏まえ、現行の制度

を基本に推計しています。 

②②②②    地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税    

普通交付税については、普通交付税の算定の特例（合併算定替）により算定するとともに、

合併に係る交付税措置を見込んでいます。 

特別交付税については、合併に伴う支援措置(３年間)を見込んでいます。 

③③③③    分担金及分担金及分担金及分担金及びびびび負担金負担金負担金負担金    

分担金及び負担金については、これまでの推移等を勘案して推計しています。 

④④④④    国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金、、、、県支出金県支出金県支出金県支出金    

国庫支出金及び県支出金については、これまでの推移や歳出との連動を考慮して推計する

とともに、合併に伴う国、県の財政支援を見込んでいます。 

⑤⑤⑤⑤    繰入金繰入金繰入金繰入金    

年度間の財源調整のために、財政調整基金を効率的に活用していきます。 

⑥⑥⑥⑥    地方債地方債地方債地方債    

地方債については、新市建設計画における主要事業の実施に伴う合併特例債や普通建設事

業に充てる通常債などを見込んでいます。 

⑦⑦⑦⑦    そのそのそのその他他他他    

その他の歳入については、これまでの推移等を勘案して推計しています。 
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（（（（歳出歳出歳出歳出））））    

 

①①①①    人件費人件費人件費人件費    

人件費については、合併後の退職者の補充を抑制することによる一般職職員の減少及び合

併による特別職職員の減少を見込んで推計しています。 

②②②②    物件費物件費物件費物件費    

物件費については、これまでの推移を踏まえつつ、事務の効率化などにより削減していく

こととして推計しています。 

③③③③    扶助費扶助費扶助費扶助費    

扶助費については、これまでの推移を勘案するとともに、高齢者福祉への対応等を見込ん

で推計しています。 

④④④④    補助費等補助費等補助費等補助費等    

補助費等については、これまでの実績の推移を踏まえ推計しています。 

⑤⑤⑤⑤    公債費公債費公債費公債費    

公債費については、これまでに借入れた地方債に係る償還予定額に、今後借入れを予定す

る地方債の償還見込額を加えて推計しています。 

⑥⑥⑥⑥    積立金積立金積立金積立金    

積立金については、これまでの推移などを勘案して推計しています。 

⑦⑦⑦⑦    繰出金繰出金繰出金繰出金    

繰出金については、これまでの実績の推移などを勘案し推計しています。 

⑧⑧⑧⑧    普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費    

普通建設事業費については、新市建設計画における主要事業に係る普通建設事業及びその

他の普通建設事業を見込んで推計しています。 

 

 

 なお、この財政計画は現行の財政制度のもとで推計しているため、今後の経済動向や地方財政制度

の改革などにより国庫支出金制度や地方交付税制度の改正等があった場合、その影響を受け、見直し

や調整を行う必要が生じることが想定されます。 
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